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２．２．３ 地震動の評価モデル 
 

(1) 工学的基盤における地震動強さの距離減衰式 

 

工学的基盤（S 波速度 400m/s 相当層）での最大速度の推定には司・翠川(1999)による距離減衰式

を用いる。司・翠川(1999)の式(2.2.3-1)は S 波速度 600m/s 層の硬質地盤に対するものであるので、

まず(2.2.3-1)式で S 波速度 600m/s 層上面での最大速度振幅を求めた後、(2.2.3-2)式によって S 波

速度 400m/s 相当層での最大速度振幅を算出することとする。 

司・翠川(1999)は断層面からの距離の取り方として、断層最短距離と等価震源距離を用いた 2 つ

の式を求めているが、ここでは断層最短距離を用いた式を採用する。 

 

 log PGVb600 = 0.58 MW + 0.0038 D + d - 1.29  
- log (X + 0.0028 10 0.50 Mw) - 0.002 X    (2.2.3-1) 

  PGVb600 ： S 波速度 600m/s 相当の硬質地盤上における最大速度(cm/s) 

  MW ： モーメントマグニチュード 

  D ： 震源深さ(km) 

  d ： 地震のタイプ別係数 

    地殻内地震  d = 0 
    プレート間地震 d = -0.02 
    プレート内地震 d = 0.12 
  X ： 断層最短距離(km) 

 

 距離減衰式のばらつきは対数標準偏差 0.53（常用対数の標準偏差 0.23）の対数正規分布でモデル

化し、分布の裾の打ち切りは行わない。 

 北日本では太平洋プレートの沈み込みに伴う異常震域を表現するために補正項を導入したが、西

日本地域では補正項の導入は行わないこととした。西日本地域でもフィリピン海プレートの沈み込

みに伴う異常震域に関する報告はあるものの、定量的な補正を行うに足るだけのデータセットが不

足していることによる。 

 また、(2.2.3-1)式の基準地盤は S 波速度 600m/s 相当の硬質地盤なので、基準地盤（S 波速度

600m/s 相当層）から工学的基盤（S 波速度 400m/s 相当層）上面までの最大速度の増幅率は、松岡・

翠川(1994)による表層地盤の速度増幅度算定式 

 

 log ARV = 1.83 - 0.66 log AVS      (2.2.3-2) 

     (100 < AVS < 1500) 
  ARV ： 基準地盤上面に対する地表の速度増幅度 

  AVS ： 地表から地下 30m までの推定平均 S 波速度(m/s) 

 

において、地表から地下 30m までの平均 S 波速度の代わりに AVS =400m/s として算定される速度増

幅度の比として評価する。その値は 1.31 となるので、(2.2.3-1)式から求められる最大速度 PGVb600
に 1.31 を乗じたものを工学的基盤上の最大速度 PGVb400とする。 

 気象庁マグニチュード MJからモーメントマグニチュード MWへの変換は、陸域の浅い地震とそれ以

外の地震とに分けて行う。陸域の浅い地震は武村(1990)による地震モーメント M0 と気象庁マグニチ

ュード MJの関係式（(2.2.3-3)式）と、地震モーメント M0とモーメントマグニチュード MWの関係式

（(2.2.3-4)式）から導かれた(2.2.3-5)式により変換する。それ以外の地震は、気象庁マグニチュ

ード MJ とモーメントマグニチュード MW は等しい（MW = MJ）とする。ただし、震源断層を特定した

地震動予測地図の作成対象となっているものについては、そこで設定されているモーメントマグニ

チュード MWの値を優先して用いることとする。 

 

 log M0 = 1.17 MJ + 10.72       (2.2.3-3) 

 log M0 = 1.5 MW + 9.1        (2.2.3-4) 

 MW = 0.78 MJ + 1.08        (2.2.3-5) 
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  M0 ： 地震モーメント(N･m) 

  MJ ： 気象庁マグニチュード 

  MW ： モーメントマグニチュード 

 

(2) 地表における最大速度の評価 

 

 地表面における最大速度 PGVS は、工学的基盤での最大速度 PGVb400 に対して(2.2.3-2)式で別途算

定される工学的基盤から地表までの増幅度を乗じることにより得られる。西日本地域における工学

的基盤に対する地表の増幅率の分布は主文図 2 に示したとおりである。増幅度の評価法方法につい

ては(4)で後述する。 

 

(3) 地表における計測震度の評価 

 

 地表面における計測震度は、翠川・他(1999)が示している最大速度と計測震度との関係式 

 

 IINSTR = 2.68 + 1.72 log PGVS    (4≦I ≦7）    (2.2.3-6) 

  IINSTR ： 計測震度 

  PGVS ： 地表面における最大速度(cm/s) 

 

を用いて計算する。上記の最大速度と計算震度との関係式における最大速度は水平動 2 成分を合成

した最大速度である。一方、司・翠川(1999)の距離減衰式から求められる最大速度は水平動 2 成分

のうち大きい方の値である。 

 

(4) 工学的基盤に対する地表の増幅度の評価 

 

1) 基本的な考え方 

 

 地震動評価における表層地盤の増幅率評価については、簡易的に地盤の増幅度を全国同水準に求

めることを前提に考える。松岡・翠川(1994)は、地盤情報を含むデータが日本全国 1km メッシュで

データベース化されている国土数値情報を用いる方法を提案した。国土数値情報に含まれる地形学

的情報にもとづき地表から地下 30m までの深さの平均 S 波速度を推定し、それと最大速度の増幅度

との関係から、地盤増幅率の推定を行うものである。松岡・翠川(1994)は関東地方のデータに基づ

いて推定を行ったが、その後、藤本・翠川(2003)は地形分類を見直し、全国のデータに基づいて東

北日本・中央日本・西南日本に分類して地域性を考慮した地盤の平均 S 波速度推定法を提案した。

ここでは藤本・翠川(2003)の方法に基づいて表層地盤の増幅率を評価することとする。なお、ここ

では表層地盤の非線形応答については考慮しておらず、増幅度は線形を仮定している。 

 

2) 増幅率評価に用いる国土数値情報及び地質図 

 

 地盤を一律に細かく評価した資料として、国土数値情報(国土交通省国土地理院)や 100 万分の 1

地質図(独立行政法人産業技術総合研究所地質調査総合センター)などがある。前者については微地

形分類、海岸線、主要河川、標高のデータ、後者については表層地質分布から地質年代のデータを

使用する事ができる。このうち、地形分類のデータは、全国を約 1km のメッシュに分けて、メッシ

ュごとに評価されている。しかし、これは県を単位とした分析であり、県によって評価の精度が違

ったり、表現が異なったりしており、全国的には統一的でない部分もある。また、これらのデータ

は主に昭和 40 年代に作成されたためにその後に埋め立てられたり、造成されたりした地域のデータ

は含まれていない。 

 表 2.2.3-1 に、国土数値情報による地形分類及び表層地質分類と藤本・翠川(2003)による微地形

区分との関係を示す。ここでは、この対応関係にもとづいて微地形分類を行うこととした。国土数

値情報のメッシュにおける地形・地質、昭和 40 年代以降の土地改変については可能な限りチェック

を行ってデータセットを作成した。 
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表 2.2.3-1 国土数値情報による地形分類及び表層地質分類と 

    藤本・翠川(2003)による微地形区分との関係 

 

 

 

微地形区分

埋立地

人工改変地

デルタ･後背湿地 Ｄ≦0.5km

デルタ･後背湿地 Ｄ＞0.5km

自然堤防

谷底平野

砂州･砂丘

扇状地

ローム台地

砂礫台地

丘陵地

第四紀火山

新第三紀

古第三紀以前

国土数値情報による地形分類および表層地質分類 地盤の増幅度の計算に用いる微地形区分
藤本･翠川(2003)

2)

2)

1)　主および副は、国土数値情報の地形分類における主分類および副分類。区および時代は、国土数値情報の表層地
　　質分類における岩石区分および時代区分
2） Ｄは主要河川からの距離(km)

主9～11

時代5,6

時代4

時代3

時代2

時代1

丘陵地

沖積･洪積

新第三紀

古第三紀

中生代

古生代

コード

副6

副7

副5

主21

主22

主23

区12、主16

主19

主14

主16

地形分類

埋立地

干拓地

人工改変地

三角州性低地

砂州･自然堤防

被覆砂丘

(砂丘砂の)砂礫台地

扇状地性低地

ローム台地

(砂丘砂以外の)砂礫台地

1)

※新たに追加された区分
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3) 表層地盤の増幅率評価 

 

表層地盤の増幅率の前項で示した地震動評価のための微地形区分ごとに平均 S 波速度を設定し、

その平均 S 波速度から増幅度を算定する方式を採用する。そこでまず、藤本・翠川(2003)によって

示された(2.2.3-7)式の関係を用いて、東北日本、中央日本、西南日本それぞれの地域における微地

形区分ごとの平均 S 波速度を算定する。表 2.2.3-2 に地形分類毎の平均 S 波速度の関係を示す。 

 

 log AVS = a + b log H + c log D ± σ     (2.2.3-8) 

  AVS ： 地表から地下 30m までの推定平均 S 波速度(m/s) 

  a,b,c ： 係数（表 2.2.3-2） 

  σ ： 標準偏差（表 2.2.3-2） 

  H ： 標高（m） 

  D ： 主要河川からの距離（km） 

 

 

表 2.2.3-2 式 2.2.3-7 における微地形区分毎の係数 

 

 

 

a b c
山地 Ｅ 33
(古第三紀以前) Ｃ 17

Ｗ 131
山地 Ｅ 53
(新第三紀) Ｃ 20

Ｗ 39
第四紀火山 Ｅ 27

Ｃ 30
Ｗ 47

丘陵地 Ｅ 2.60 0 0 22 0.19
Ｃ 2.48 0 0 36 0.12
Ｗ 2.60 0 0 11 0.21

砂礫台地 Ｅ 2.57 0 0 55 0.14
Ｃ 49
Ｗ 53

ローム台地 Ｅ 2.47 0 0 34 0.12
Ｃ 2.10 0.21 0 129 0.13
Ｗ (2.10) (0.21) (0) 1 -

扇状地 Ｅ 2.18 0.17 0 58 0.15
Ｃ 2.04 0.23 0 40 0.12
Ｗ 2.31 0.14 0 69 0.11

砂州･砂丘 Ｅ 6
Ｃ 16
Ｗ (2.34) (0) (0) 3 -

谷底平野 Ｅ 2.50 0 0 20 0.13
Ｃ 2.06 0.22 0 71 0.13
Ｗ 2.25 0.18 0 23 0.12

自然堤防 Ｅ 2.37 0 0 10 0.14
Ｃ 2.13 0.17 0 42 0.16
Ｗ 2.29 0.13 0 24 0.07

デルタ･ Ｅ 2.31 0 0 24 0.18
後背湿地 Ｗ 2.35 0 0 67 0.13
(Ｄ＞0.5km) Ｃ 2.28 0 0.30 103 0.14
(Ｄ≦0.5km) Ｃ 2.19 0 0 73 0.15
人工改変地 Ｅ (2.10) (0.20) (0) 4 -

Ｃ 2.10 0.20 0 43 0.11
Ｗ 2.50 0 0 14 0.23

埋立地･干拓地 Ｅ (2.21) (0.08) (0) 0 -
Ｃ 2.21 0.08 0 207 0.14
Ｗ 2.31 0.08 0 81 0.14

地形分類 地域

データ
数

2.74 0 0

回帰係数

0.15

表中の地域はＥ：東北日本、Ｃ：中央日本、Ｗ：西南日本、a,b,cは(2)式の
回帰係数、σは標準偏差。・・・藤本・翠川（2003）による

2.66 0 0

2.36 0.11 0

σ

0.18

0.15

0.16

0.132.32 0.12 0

2.34 0 0
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 また、それぞれの微地形区分における標高のデータに係わる係数 b と主要河川までの最短距離に

係わる係数 c は、実測値データを元に決定した関数によるものであることから、表 2.2.3-3 及び表

2.2.3-4 に示す有効な範囲を設定した。 

 

 

表 2.2.3-3 係数 b の標高の範囲 

 

下限 上限
埋立地・干拓 0.1 100
人工改変地 10.0 200
自然堤防 1.0 200
谷底平野 3.0 800
扇状地 2.0 700

ローム台地 7.0 500
砂礫台地 2.0 1000
第四紀火山 4.0 1000

標高　(m)微地形区分

 
 

 

表 2.2.3-4 係数ｃの主要河川からの最短距離の範囲 

 

下限 上限
デルタ･後背湿地(Ｄ＞0.5) 0.5 10.0

微地形区分 主要河川からの距離　(km)

 
 

 

 表層地盤の速度増幅度は、前述の（2.2.3-2）式を用いて算定する。表 2.2.3-2 の係数は S 波速度

600m/s の硬質地盤を基準としているため、ここで基準とする S 波速度 400m/s の工学的基盤に対す

る増幅率に換算するために、上記係数で求めた速度増幅度を 2.2.3(1)節で述べた S 波速度 600m/s

層に対する 400m/s 層の増幅率 1.31 で割った値を用いる。なお、ここでは表層地盤の増幅は線形と

して評価しており、強震動時における表層地盤の非線形性は考慮していない。 

 

２．２．４ 地震動の揺れの指標 
 

 確率論的地震動予測地図の試作版では計測震度から算定した震度階を地図上に示したが、

2.2.3(1)節に説明したように、この計測震度は最大速度の距離減衰式から変換された値であり、地

図上に示す指標として最大速度をそのまま用いることができる。この指標は、主に地震学・地震工

学の分野で地震動の揺れを計測し、計算する場合に用いられる。今後、地図を公開する場合におい

て表示を検討すべき指標の1つである。 

 その他の指標としては最大加速度や応答スペクトルがある。最大加速度は、耐震設計で地震荷重

を与える場合や、設計用入力地震動の最大振幅を与える場合等に用いるための指標となる。ただし、

強震動時には表層地盤の非線形応答により地表面の最大加速度は振幅レベルが大きく変化する。そ

こで、そのような非線形性の影響が小さい工学的基盤における最大加速度を指標とすることが考え

られる。また、工学的基盤上の応答スペクトルは、地震動の揺れの周期特性を表し、耐震設計の地

震荷重として直接的に利用されることが想定されることから、重要な指標の 1 つである。これらの

指標についても今後表示を検討する必要がある。 
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２．３ 確率論的地震動予測地図におけるパラメータの不確定性の影響に

ついて 
 

 確率論的地震動予測地図の作成に用いている種々のパラメータは、専門家の審議を経て、現時点

の知見に照らして最もあり得ると考えられるものを採用している。しかしながら、現実には、知識

やデータの不足から、パラメータに大きな幅が存在するものも含まれており、それらが予測地図の

作成結果に及ぼす影響について検討することは重要である。本節では、その代表的なものとして、

活断層の地震発生確率と距離減衰式のばらつきを取り上げ、パラメータの不確定性の影響を検討す

る。 

 

２．３．１ 主要 98 活断層帯の地震発生確率に幅がある場合の代表値の採り方 
 

 主要 98 活断層帯の長期評価において、平均活動間隔と最新活動時期の評価に幅があって地震の発

生確率に幅があるとき、ここで作成する確率論的地震動予測地図では、平均活動間隔と最新活動時

期の幅の代表値として、それぞれ中央値をとって発生確率を算定している（平均ケース）。この代

表値を選ぶにあたっては、過去 200 年間の主要 98 活断層に発生したと考えられる地震の発生数との

整合性も考慮している。一方、強震動評価では、主要 98 活断層帯のうち発生確率が高いものについ

て詳細な強震動評価を行っているが、発生確率に幅がある場合にはその最大値によって強震動評価

の対象とするかどうかの判断をしている。例えば布田川・日奈久断層帯（中部、ケース１）は平均

活動間隔が約 3500 年～約 11000 年、最新活動時期が約 7500 年前～2200 年前で 30 年発生確率はほ

ぼ 0%～6%と評価されている。これにもとづき地震調査委員会(2003j)はこの断層帯に発生する地震

を想定した強震動評価を実施した。確率論的地震動予測地図においては平均活動間隔の中央値 7250

年、最新活動時期の中央値 3500 年前として 30 年発生確率を 0.33%と評価し、これにもとづいて地

震ハザードカーブを算出している（表 2.2.2-2 参照）。 

 本節では、平均ケースと、確率の幅のうち最大値をとった場合（最大ケース）との比較を行う。

参考として、主文図 6 の主要 98 活断層帯の固有地震に対する確率論的地震動予測地図について、最

大ケースの確率論的地震動予測地図を示し、平均ケースと最大ケースの地図の比較をする。 

図 2.3.1-1 と図 2.3.1-2 はそれぞれ今後 30 年以内に震度 6 弱以上の揺れに見舞われる確率、今後

30 年以内に 3%の確率で一定の震度以上になる領域の図である。図の平均ケースは主文図 6 の再掲で

ある。図 2.3.1-1 では、平均ケースに比べて最大ケースでは震度 6 弱以上になる確率が近畿地方で

高くなっているほか、熊本県西部の布田川・日奈久断層帯でも 3%以上の高い領域が見える。また、

四国北部では中央構造線断層帯の影響も見られる。同様に、図 2.3.1-2 では、最大ケースにおいて

近畿、中国、四国、九州のほぼ全域でやや高い震度となっており、特に近畿地方では震度 6 弱以上

の領域が広がっており震度 6 強以上の地域も見られるほか、熊本県西部の布田川・日奈久断層帯で

も同様に震度 6 弱以上及び震度 6 強以上の地域が見られる。このような違いは、発生確率が高いと

評価された活断層のうち最大ケースと平均ケースとで発生確率に差が大きなものによってもたらさ

れている。 

 上記のように、地震発生確率に大きな幅がある場合、地震動予測の評価結果に幅が生じることに

なる。しかしながら、確率の幅が大きい活断層についての有用な知見が将来得られることによって

活動間隔や最新活動時期の幅を狭めることができれば、ここでとり上げた不確定性は小さくなり、

地震動予測地図の精度が向上する。したがって、特に確率の幅が大きい活断層については、さらに

詳細な調査を行ってその幅を狭める努力を続けることが重要である。 

 

２．３．２ 地震動強さの距離減衰式のばらつき 
 

 確率論的な地震ハザードの解析において、超過確率の小さな地震動の強さは、解析に用いる距離

減衰式のばらつきの大きさに支配される。距離減衰式のばらつきは対数正規分布で評価されており、

超過確率が小さい場合にはその分布の裾で地震動強さが評価されるため、ばらつきの大きさは地震

動の予測結果に大きく影響する。特に、海溝型地震のように発生確率が高くマグニチュードが大き

い地震では強い地震動が予測されることから、ばらつきに関する検討は重要である。本節では、ま
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ず、確率論的地震動予測地図における地震発生確率と地震動強さの関係について解説する。その上

で、次に、地震動強さのばらつきの大きさが地震動評価に及ぼす影響について述べる。その中で距

離減衰式のばらつきに関する研究の現状を紹介し、参考として、振幅レベルが高い南海～東南海～

想定東海地震に対して、ばらつきの大きさが地震動評価にどのような影響を及ぼすかについて検討

する。 

 

（1）地震発生確率とある期間に対する超過確率の関係から示される地震動レベル 

 

 ある期間（t 年間）に対して示された確率論的地震動予測地図は、全地震のハザードカーブを統

合したものとなっているが、個々の地震についてみたときに、図 2.1.2-1 で示されている「地震 k
に対して t 年間に地震動強さがある値 y を超える確率 Pk (Y>y;t)」は、地震 k が t 年間に高々一回

しか発生しない場合には「今後 t 年以内に地震 k が発生する確率 P (Ek;t)」と「地震 k が発生した

ときに地震動強さがある値 y を超える確率 P (Y>y|Ek)」の掛け算 

 

 Pk (Y>y;t) = P (Ek;t) × P (Y>y|Ek)      (2.3.2-1) 

 

で求められる。ここで地震動強さの確率分布は、距離減衰式のばらつき（対数正規分布）によって

与えられる。地震 k に対する地震動強さの t 年超過確率 Pk (Y>y;t)がその地震の発生確率の半分の

とき、(2.3.2-1)式の関係から P (Y>y|Ek)=0.5 となる。これは地震 k が発生したときの地震動強さ

が距離減衰式の中央値（平均的な地震動レベル）以上になる確率である。 

 いま、Pk (Y>y;t)がその地震 k の発生確率の半分よりも非常に低い場合、つまり低い超過確率で

の地震動予測地図を考える。このとき、（2.3.2-1）式から P (Y>y|Ek)は 0.5 よりもずっと低い値と

なる。すなわち、地震動強さの確率分布の裾で評価されるような強い地震動レベルとなる。逆に、

地震 k の発生確率の半分よりも大きな超過確率での地震動予測地図を考える場合には、P (Y>y|Ek)
は 0.5 よりも高い値となる。すなわち、地震動強さは距離減衰式の中央値で求められる平均的な地

震動レベルよりも小さいものとなる。 

発生確率が高い海溝型地震に対して、確率論的地震動予測地図において表示する t 年超過確率が

その発生確率よりもかなり低いときには、地震動レベルは平均値よりも大きく評価されることにな

る。一方、発生確率が低い活断層に発生する地震に対しては、地震動レベルは平均値よりも小さく

評価される場合があるということに注意が必要である。 

 

（2）地震動強さのばらつきの大きさが地震動評価に及ぼす影響 

 

 距離減衰式はさまざまな地震と観測点を組み合わせたデータセットを用いて回帰されているため、

そのばらつきには震源特性、震源から各観測点までの伝播経路特性、そして各観測点のサイト特性

の影響が含まれている。これらの要因は、本質的なばらつきが支配的なものと、情報不足によって

値を一意に決められないことによるばらつきが支配的なものとに分けることができると考えられる。

例えば、サイト特性には地盤情報等の不足に起因するばらつきが多く含まれているが、そのような

ばらつきは今後の知見の蓄積に伴って小さくできると期待される。確率論的地震動予測地図の試作

版では、最大速度の距離減衰式のばらつきは司・翠川(1999)にしたがって対数正規分布を仮定し、

その対数標準偏差として 0.53（常用対数で 0.23）を用いている。この式の回帰にあたっては、

2.2.3(1)節で示したように地震のタイプ別に分類していることや、地表面の記録をボーリングデー

タから得られた表層 30m の S 波速度に基づく増幅率を考慮して工学的基盤に戻していることから、

従来よりもばらつきは減少していると考えられる。 

 確率論的な地震ハザードの解析では、対象地点において震源断層が特定された 1 つの地震に対す

るハザード評価をする場合、震源と対象地点が固定されることから、本来ならば本質的なばらつき

としては、震源特性によるばらつきが支配的であり、震源から対象地点までの伝播経路特性と対象

地点のサイト特性によるばらつきは小さいと考えられる。しかしながら、現在用いている距離減衰

式は様々な場所で発生した地震と多くの観測点の組み合わせにもとづいているため、そのばらつき

には震源特性以外の要因も多く含まれており、大き目のばらつきを用いて地震動強さを評価してい

る可能性がある。 
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距離減衰式のばらつきに関して、最近の研究としては、翠川・大竹(2003)はマグニチュード、震

源距離、振幅レベルとの関係を整理した結果、マグニチュードが大きくなるほど、距離が小さくな

るほど、また振幅が大きくなるほどばらつきが小さくなる傾向があることを指摘した。さらにこれ

らのうちで振幅レベルとの相関が最も強いことを示した。ばらつきの距離依存性については伝播経

路での地震波の散乱や減衰の影響で説明が可能であり、振幅依存性については距離依存性とマグニ

チュード依存性などの相乗効果の結果で説明が可能であるとしている。また、各地震毎に回帰した

距離減衰式について、地震毎の式とデータの差（地震内ばらつき）と、全データを用いた平均的な

式と各地震で得られた式の差（地震間ばらつき）とを比較したときに、地震間よりも地震内のばら

つきが大きいことを示した。ばらつきの大きさが振幅レベルに依存し、大振幅ではばらつきが小さ

くなるという研究には Donovan and Bornstein(1978)や Campbell and Bozorgnia(1994)がある。前

者はその理由として地盤の非線形応答によって加速度の増幅が抑えられることを挙げている。また、

ばらつきのマグニチュード依存性については Campbell and Bozorgnia(1994)、Idriss(1985)、

Youngs et al.(1995)、Douglas and Smit(2001)が指摘している。 

ばらつきの大きさが地震動強さの評価に及ぼす影響について、図 2.3.2-1 に、対数標準偏差 0.53

で作成した今後 30 年以内に震度 6 弱以上の揺れに見舞われる確率と、翠川・大竹(2003)で示された

振幅レベルとばらつきの関係（同論文 p.63 の図 7）から読み取った、ばらつきの小さくなる大振幅

での値（対数標準偏差 0.35、常用対数で 0.15）を振幅レベルによらず一律に適用して作成した確率

の地図を参考として示す。出現確率 26%以上の領域はあまり変わらないが、震源域からやや離れた

領域での出現確率が大きく変わっていることがわかる。図 2.3.2-2 には今後 30 年以内に 3%の確率

で一定の震度以上になる領域を示す。対数標準偏差 0.53 の場合には震度 6 強以上の領域が四国及び

紀伊半島の南半分に広がっているのに比べ、対数標準偏差 0.35 の場合にはその領域が四国及び紀伊

半島の南 1/4 程度の広がりに減少している。それより低い震度についても同様に震源からの広がり

が狭まっていることがわかる。 

図 2.3.2-3 に大阪地点と広島地点における南海～東南海～想定東海地震に対するハザードカーブ

を示す。30 年超過確率が低いところでは、対数標準偏差 0.35 のハザードカーブは対数標準偏差

0.53 のそれに比較して、計測震度が小さくなっていることがわかる。これは、ばらつきが小さい場

合には地震動レベルの確率分布は中央値付近に集中し、同じ超過確率ではばらつきが大きい場合よ

りも中央値よりの値となるためである。 

以上のように、距離減衰式のばらつきの大きさ、とりわけ発生確率の高い海溝型の大地震による

地震動評価におけるばらつきの大きさが評価結果に及ぼす影響が大きいことがわかる。現状での距

離減衰式のばらつきは前述のように大き目の値になっていると考えられ、低確率の地図では地震動

レベルが過大評価になっている可能性がある。 

今後、観測記録の充実とその解析や理論的な検討などによって距離減衰式のばらつきに関する調

査研究が進展し、ばらつきの要因のうち確定的に扱える部分に関する知見が増せば、それを取り込

むことによりばらつきを小さくすることができると考えられる。したがって、距離減衰式のばらつ

きは今後の重要な検討課題と言える。また、強い地震動レベルの頭打ち（ばらつきの打ち切り）に

ついても検討をすることが重要である。 
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図2.3.1-1a 今後30年以内に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率

   （主要 98 活断層帯の固有地震のみ、平均ケース） 

図2.3.1-1b 今後30年以内に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率

   （主要 98 活断層帯の固有地震のみ、最大ケース） 

試算値 確率論的地震動予測地図試算値 確率論的地震動予測地図
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注 1（※）：震度 6強以上には震度 7の可能性が含まれている。 

図 2.3.1-2b 今後 30 年以内に 3％の確率で一定の震度以上の揺れ

に見舞われる領域：再現期間 1000 年に相当 

    （主要 98 活断層帯の固有地震のみ、最大ケース） 

図 2.3.1-2a 今後 30 年以内に 3％の確率で一定の震度以上の揺れ

に見舞われる領域：再現期間 1000 年に相当 

    （主要 98 活断層帯の固有地震のみ、平均ケース） 

※ ※ 

試算値 確率論的地震動予測地図試算値 確率論的地震動予測地図



図2.3.2-1a 今後30年以内に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率

    （南海～東南海～想定東海地震；対数標準偏差 0.53） 

図 2.3.2-1b 今後30年以内に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率

    （南海～東南海～想定東海地震；対数標準偏差 0.35） 

1
08

試算値 確率論的地震動予測地図試算値 確率論的地震動予測地図
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注 1（※）：震度 6強以上には震度 7の可能性が含まれている。 

図 2.3.2-2a 今後 30 年以内に 3％の確率で一定の震度以上の揺れ

に見舞われる領域：再現期間 1000 年に相当 

    （南海～東南海～想定東海地震；対数標準偏差 0.53） 

図 2.3.2-2b 今後 30 年以内に 3％の確率で一定の震度以上の揺れ

に見舞われる領域：再現期間 1000 年に相当 

    （南海～東南海～想定東海地震；対数標準偏差 0.35） 

※ ※ 

試算値 確率論的地震動予測地図試算値 確率論的地震動予測地図
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図 2.3.2-3 距離減衰式のばらつきの違いによるハザードカーブの比較 
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２．４ 地震動予測地図の融合 
 

確率論的地震動予測地図では、「震源断層を特定した地震」についてその長期的な発生確率と地震

動レベルを合わせて評価するとともに、「震源断層を予め特定しにくい地震」を統計的に評価し、そ

の上でこれら全てを「統合」することで作成することとしている。 

 震源断層を特定した地震動予測地図は、特定の震源断層を想定し、それが動いた場合の破壊過程を

設定して、震源断層周辺の地震動を計算したものである。これにも、いくつかの震源破壊過程が想定

され、それぞれについての発生確率という考え方を取り込まれることも想定される。また、震源断層

を想定した地震動予測地図を参照することで、地震動の大きさだけでなく地震波形を利用することが

可能となる。 

現時点では、震源断層を特定した地震動予測地図と確率論的地震動予測地図は、相互に補う関係を

持っており、それぞれの特長に応じて使い分けることが考えられる(奥村・石川，2000)。 

平成 16 年度に作成する「全国を概観した地震動予測地図」は両地図を一組としたものとしている。

ここではその組み合わせを「融合」を呼び、さらに両地図の関連を明確にすることも含めて総称して

呼ぶこととする。 

 

２．４．１ 融合の考え方 

 
 地震動予測地図の融合については現時点で次の 2 つの考え方が提示されている。ここでは「融合の

考え方１」として、確率論的地震動予測地図における「震源断層を特定した地震」を想定した地震動

予測の位置づけについて検討する。 

 

○融合の考え方１：2 種類の地図は独立に作成されるが、それぞれの位置づけを解説し、相互に関連

づける。2 種類の地図を関連づけるために、確率論的想定地震の概念を用いるという考え方。この

考え方で、各震源断層を特定した地震を確率論的地震動予測地図の中で位置づける。 

○融合の考え方２：震源断層を特定した地震に対する詳細法による強震動予測の結果を用いて、確率

論的地震動予測地図に取込むという考え方。 

 

考え方 1 において確率論的地震動予測地図における震源断層を特定した地震の位置づけとは、対

象地点におけるハザードに影響が大きい地震は何か、および震源断層を特定した地震による地震動評

価がその地点の地震ハザードにおいてどのような位置付けにあるか、という点を明確にすることにあ

る。 

また、確率論的想定地震（亀田・他，1997；石川・奥村，2001）*4とは、対象とする確率レベルに

対応するような強さの地震動を起こし得る可能性が高い地震を「震源断層を特定した地震」（想定地

震）として選定するための方法論であり、その際、そのような地震動をもたらし得るような地震の相

対的な出現可能性を表わす指標として各地震の「貢献度（影響度）」を定義している。貢献度（影響

度）は対象とするハザードレベルや周期帯域に応じて変化する指標であり、貢献度（影響度）が大き

い地震ほど震源断層を特定した地震を選定するにあたって重要視すべきと評価される。なお、米国で

も類似の考え方として、ハザードレベルごとに支配的な地震のマグニチュードと距離を分解して評価

する「deaggregation」の概念が提唱されているが（McGuire, 1995；Boissonnade et. al., 1995； 

Bazzuro and Cornell, 1999）、確率論的想定地震の概念では個々の地震ごとの貢献度（報告書ではこ

れを「個々の地震毎の影響度」と呼ぶ）を定量化して示すことに特徴がある。 

 

 

 

 

                         
*4 石川・奥村(2001)は確率論的想定地震の概念を従来のハザードレベルを規範とする「ハザード適合想定地震」と構

造物の被害や損失までを含めたリスクレベルを規範とする「リスク適合想定地震」とに分けて再定義しているが、こ

こではハザード適合想定地震の概念を確率論的想定地震と称する。 
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２．４．２ 融合の方法 

 
融合の考え方１の手順は次のとおりである。 

 

①注目地点における確率論的想定地震の影響度（貢献度）による重要な「震源断層を特定した地震」

の選定 

②①で選定された震源断層を特定した地震による地震動強さとハザードカーブの関係の明確化 
 

このうち、①は注目地点において確率論的想定地震の貢献度を評価することにより、対象とする

確率レベルのハザードに強く影響を及ぼす地震を選定するものである。確率論的想定地震の影響度

（貢献度）とは、注目地点において対象とする確率レベルに対応する地震動強さ以上の揺れを受けた

場合に、その地震動をもたらした地震がどの地震である可能性が高いかを相対確率(%)で表わした指

標であり、確率レベルごとに全地震の影響度（貢献度）の総和は 100%となる。同じ地震の影響度（貢

献度）であっても確率レベルによって値は変化することになる。なお影響度（貢献度）の定式化につ

いては文献（亀田・他，1997；石川・奥村，2001）を参照されたい。 

一方、②は①で選ばれた震源断層を特定した地震による地震動が当該地点のハザードとどういう

関係にあるかを明確にするもので、融合の考え方２の理解の助けとなるものである。具体的には、震

源断層を特定した地震が発生したと想定した場合の「別途評価された地震動強さ（震源断層を特定し

た地震地図）」が当該地点におけるハザードレベルといかなる関係にあるか、について考察すること

ができる。 

 

２．４．３ 検討例 

 
 ここでは、前節の①で示す影響度（貢献度）の検討例を示す。 

確率論的地震動予測地図試作版において評価した大阪地点、鳥取地点、広島地点、宮崎地点を検討対

象とする。 

図 2.4.3-1～図 2.4.3-4に各地点における地震分類毎の影響度（貢献度）を示す。各地震の分類毎

に示された値が、当該地点に震度 6弱以上をもたらす相対的な可能性を示した影響度（貢献度）であ

る。 

大阪地点では、図 2.4.3-1(左)より今後 50 年以内に震度 6 弱以上の揺れに見舞われる確率は 30%

を上回り、この原因となっている主な地震とその重み（影響度）を評価した結果を図 2.4.3-1(右)に

示す。今後 50 年以内に震度 6 弱以上をもたらす可能性が最も高い地震は、南海～東南海～想定東海

地震である。次いで上町断層をはじめとする主要 98 活断層帯の地震である。 

鳥取地点では、図 2.4.3-2(左)より今後 50 年以内に震度 6 弱以上の揺れに見舞われる確率は 3%未

満である。この原因となっている主な地震とその重み（影響度）を評価した結果を図 2.4.3-2(右)に

示す。今後 50 年以内に震度 6 弱以上をもたらす可能性が高い地震は、震源が予め特定しにくい地震

で、陸域で発生する地震のうち活断層が特定されていない場所で発生する地震及び震源が遠いものの

南海～東南海～想定東海地震となっている。 

広島地点では、図 2.4.3-3(左)より今後 50 年以内に震度 6 弱以上の揺れに見舞われる確率は約 20%

であり、この原因となっている主な地震とその重み（影響度）を評価した結果を図 2.4.3-3(右)に示

した。今後 50 年以内に震度 6 弱以上をもたらす可能性が最も高い地震は、安芸灘～伊予灘～豊後水

道のプレート内地震と南海～東南海～想定東海地震である。 

宮崎地点では、図 2.4.3-4(左)より今後 50 年以内に震度 6 弱以上の揺れに見舞われる確率は 20%

を上回る。この原因となっている主な地震とその重み（影響度）を評価した結果を図 2.4.3-4(右)に

示した。今後 50 年以内に震度 6 弱以上をもたらす可能性が高い地震は、日向灘のプレート間地震及

びひとまわり小さいプレート間地震をはじめ、南海～東南海～想定東海地震、さらに震源が予め特定

しにくい、沈み込むプレート内で発生する地震のうち大地震以外の地震である。 

なお、確率論的想定地震の影響度（貢献度）を地図の形で表現する方法についても提唱されている

（中島・他，2001；石川・他, 2003）。 
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図 2.4.3-1 大阪地点におけるハザードカーブと主な地震の影響度 
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図 2.4.3-2 鳥取地点におけるハザードカーブと主な地震の影響度 
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図 2.4.3-3 広島地点におけるハザードカーブと主な地震の影響度 
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３．今後に向けて 
 
－ 「震源断層を予め特定しにくい地震」のモデル化手法の検討（余震の除去を含む）。 

  気象庁の地震カタログから大地震後の余震を除去するために建設省土木研究所(1983)の方法を

用いているが、これ以外の手法や前震、余震、群発地震などの除去をこれまでの研究成果にもとづ

いて検討する必要がある。 

－ 「震源断層を特定した地震」の確率論的地震動予測地図への取込み手法の検討。 

  「震源断層を特定した地震」による地震動予測地図の取込む融合の考え方２のことを示すが、今

後どのような手法が望ましいか十分に検討する必要がある。 

－ 想定震源域の範囲について様々考えられる場合の論理ツリー(地震調査委員会，2002d)構築にお

ける重み付けの方法の検討。 

  「震源断層を特定した地震」の複数のシナリオを想定した場合、論理ツリーの構築が重要となり、

今後の課題である。 

－ 地震動のばらつきの評価手法の検討。 

  現在、地震動のばらつきについては、距離減衰式とそのばらつきという簡便法によって評価して

いるが、「距離減衰式」のばらつきの大きさや分布の裾の打ち切りについては、確率論的地震動予

測地図を作成する上で重要な検討項目である。また、上記の第 2 項とも関連するが、「強震動評価」

に用いている詳細法による地震動のばらつき評価についても今後の課題である。 

－ 「主要 98 活断層帯の固有地震以外の地震」の取扱い手法の検討。 

－ 「地図の公開方法」に関する検討。 

 

 「震源を予め特定しにくい地震等」のうちグループ２の地震の取扱いは、主要 98 活断層帯の固有

地震の評価とあわせて、今後の研究成果にもとづいて手法を開発する必要がある。 
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（付録） 
 

ハザードカーブの算定方法 

 

着目地点において、その周辺で発生する地震（あるいは地震群）によって t 年間に少なくとも

1 回地震動の強さが y を超える確率P(Y > y; t)を、一般にハザードカーブと呼ぶ。ハザードカー

ブは、地点の周辺で発生するいずれの地震（群）によっても y 以下である確率を 1 から引くこと

により、次式で評価される。 

P(Y > y; t) =1 − {1 − Pk (Y > y;t)}
k

∏  (1) 

ここに、 Pk(Y > y; t)は k 番目の地震（群）によって t 年間に少なくとも 1 回地震動の強さが y を

超える確率であり、以下の１）および２）のように算定される。なお、以下の記述では、地震の

規模と距離に関して離散的な表現としている。 

 

１）震源断層を予め特定できる地震（主要 98 活断層帯、海溝型地震、グループ１の地震） 

これらの地震の発生確率は、一部のものについては更新過程あるいは時間予測モデルといった

非定常な地震活動を表すモデルに基づき算定され、残りのものについては定常ポアソン過程を仮

定して評価される。この場合、k 番目の地震によって、地震動の強さが t 年間に少なくとも 1 回

y を超える確率 Pk(Y > y; t)は、以下のようにして算定することができる。 

 

a) 非定常な地震活動モデルに基づき地震発生確率が算定される場合 

 期間 t の間に複数回の地震発生を考慮する場合、それぞれの地震時の地震動の強さが互

いに独立であると仮定すると、地震動の強さが t 年間に少なくとも 1 回 y を超える確率

Pk(Y > y; t)は、 

Pk(Y > y; t) =1 − {P(Ek
[ l]; t)[1 − P(Y > y | Ek )]l}

l = 0

∞

∑  (2) 

で表される。ただし、P(Ek
[ l]; t) は期間 t の間に l 回地震が発生する確率、P(Y > y | Ek)は地

震 k が 1 度発生した条件下で地震動の強さが y を超える条件付確率であり、 

∑∑ >=>
i

ijkik
j

jik mrPmPrmyYPEyYP )|()(),|()|(  (3) 

となる。ここに、Pk(mi) は k 番目の地震における規模の確率関数、 )|( ijk mrP は規模がmi

の条件下での距離の確率関数、 P(Y > y | mi ,rj )は地震の規模がmi 、距離がrj の時に地震動

の強さが y を超える条件付確率である。距離減衰式を用いて地震動の強さを評価する場

合には、 P(Y > y | mi ,rj )は距離減衰式の中央値Y (mi ,rj)とそのばらつき（中央値を 1 とす

る対数正規変量 U で表されることが多い）を用いて、 

P(Y > y | mi ,rj ) = 1− FU
y

Y (mi ,rj )
⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟  (4) 

となる。ただし、 FU(u)は U の累積分布関数である。 

 なお、期間 t に複数回の地震が発生する確率が無視できる場合には、式(2)は簡略化さ

れて次式で表される。 

( )
∑∑ >=

>=>

i
ijkik

j
jik

kkk

mrPmPrmyYPtEP
EyYPtEPtyYP

)|()(),|();(
)|();(;

 (5) 

ただし、 P( Ek ; t)は k 番目の地震が t 年間に発生する確率であり、更新過程あるいは時間

予測モデルに基づき、BPT 分布を用いて評価される（地震調査委員会, 2001）。 
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b) 地震の発生が定常ポアソン過程でモデル化される場合 

 地震の発生を定常ポアソン過程とした場合には、地震動の強さが t 年間に y を超える確

率Pk(Y > y; t)は、 

Pk(Y > y; t) =1 − {P(Ek
[ l]; t)[1 − P(Y > y | Ek )]l}

l = 0

∞

∑  (再掲) (2) 

Pk(Y > y; t) =1 − exp{−ν k (Y > y) ⋅ t} (6) 

となる。ただし、νk (Y > y)は k 番目の地震によって地震動の強さが y を超える年あたり

の頻度であり、 

( )
∑∑ >=

>=>

i
ijkik

j
jik

kkk

mrPmPrmyYPE
EyYPEyY

)|()(),|()(
)|()(

ν
νν

 (7) 

となる。ここに、ν(Ek )は k 番目の地震の年あたりの発生頻度、他は a)と同様である。 

 

２）震源断層を予め特定しにくい地震（グループ３，４，５の地震等） 

上記１）と異なり、対象とする地震を複数の規模と距離の組み合わせから成る群として取り扱

う必要がある。グループ３，４，５の地震等は、地域区分する方法の場合には地震活動域ごと、

地域区分しない方法ではメッシュごとに、それぞれ地震活動が一様としている。これにより、各

地震活動域あるいはメッシュを対象としている範囲において、地震の規模と発生場所は互いに独

立となる。地震の規模の確率分布は Gutenberg-Richter の関係式から、また、距離の確率分布は

地点と地震活動域あるいはメッシュとの幾何学的な位置関係からそれぞれ算定することができ

る。地震の発生時系列は、定常ポアソン過程でモデル化している。 

以上から、グループ n の地震によって、地震動の強さが t 年間に y を超える確率 Pn(Y > y; t)は、

次式によって算定することができる。 

})(exp{1);( tyYtyYP nn ⋅>−−=> ν  (8) 

ただし、νn (Y > y)はグループnの地震によって地震動の強さが yを超える年あたりの頻度であり、 

( )

∑ ∑∑

∑
>=

>=>

k i
ijkik

j
jik

k
kkn

mrPmPrmyYPE

EyYPEyY

)|()(),|()(

)|()(

ν

νν
 (9) 

となる。ここに、ν(Ek )はグループ n の地震を構成する k 番目の地震活動域またはメッシュにお

ける最小マグニチュード以上の地震の年あたりの発生頻度、 P(Y > y | Ek)はグループ n の地震を

構成する k番目の地震活動域またはメッシュで地震が1つ発生した場合に地点での地震動の強さ

が yを超える条件付確率、Pk(mi) は k番目の地震活動域またはメッシュにおける規模の確率関数、

)|( ijk mrP は規模がmi の条件下での距離の確率関数、P(Y > y | mi ,rj )は地震の規模がmi 、距離がrj

の時に地震動の強さが y を超える条件付確率である。 

 


